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 衛星電話設備（固定型）の耐震性についての計算書は，以下の図書より構成されている。 

 

添付書類 Ⅴ-2-6-7-2-1 衛星電話設備（固定型）（中央制御室）の耐震性についての計算書 

添付書類 Ⅴ-2-6-7-2-2 屋外アンテナ（中央制御室）の耐震性についての計算書 

添付書類 Ⅴ-2-6-7-2-3 衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室） 

            の耐震性についての計算書 

添付書類 Ⅴ-2-6-7-2-4 衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）の耐震性についての計算書 

添付書類 Ⅴ-2-6-7-2-5 屋外アンテナ（緊急時対策所）の耐震性についての計算書 

添付書類 Ⅴ-2-6-7-2-6 衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所） 

            の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-6-7-2-1 衛星電話設備（固定型）（中央制御室） 

の耐震性についての計算書 

2



 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
-
1
 R
3
 

 

目次 

 

1. 概要                                                                                1 

2. 一般事項                                                                            1 

2.1 構造計画                                                                         1 

2.2 評価方針                                                                         3 

2.3 適用基準                                                                         3 

3. 評価部位                                                                            3 

4. 機能維持評価                                                                        4 

4.1 評価用加速度                                                                     4 

4.2 機能確認済加速度                                                                 5 

5. 評価結果                                                                            6 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果                                               6 

 

 

3



 

1 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
-
1
 R
3
 

 

1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方

針に基づき，衛星電話設備（固定型）（中央制御室）が設計用地震力に対して十分な電気的機能

を有していることを説明するものである。 

衛星電話設備（固定型）（中央制御室）は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，重

大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，常設

重大事故緩和設備及び常設重大事故等対処施設（防止でも緩和でもない設備）に分類される。以

下，重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

衛星電話設備（固定型）（中央制御室）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

電話機を固縛用

バンド及び粘着

固定シートにて

机 上 に 固 縛 す

る。 

机は取付金物を

使用し，ボルト

で 床 に 固 定 す

る。 

電話機 
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2.2 評価方針 

衛星電話設備（固定型）（中央制御室）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持

の基本方針」のうち「4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，

地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

衛星電話設備（固定型）（中央制御室）の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 衛星電話設備（固定型）（中央制御室）の耐震評価フロー 

 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

 

3. 評価部位 

衛星電話設備（固定型）（中央制御室）は，電話機を固縛用バンド及び粘着固定シートにて机

上に固縛することから，机が支持している。机は取付金物にて床に固定する。本計算書では，衛

星電話設備（固定型）（中央制御室）の電気的機能維持評価について示す。衛星電話設備（固定

型）（中央制御室）の評価部位を，表 2-1 の概略構造図に示す。 

  

設計用地震力 

評価用加速度の算出 

電話機の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価

4.1 評価用加速度 

衛星電話設備（固定型）（中央制御室）は，電話機を固縛用バンド及び粘着固定シートにて

机上に固縛することから，机が支持している。机についても取付金物にて床に固定することか

ら，設計用地震力は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に示す，衛星電話設

備（固定型）（中央制御室）の設置床における基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線

とし，評価用加速度には設置床の最大応答加速度を適用する。 

評価用加速度を表 4-1 に示す。 

表 4-1 評価用加速度 （×9.8 m/s2) 

機器名称 
据付場所及び床面高さ 

（m） 
方向 

基準地震動Ｓｓ

評価用加速度 

EL. 18.00 

（EL. 20.30＊） 

水平 0.89 

鉛直 0.67 

注記  ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

衛星電話設備（固定型）（中央制御室）の機能確認済加速度について以下に示す。 

衛星電話設備（固定型）（中央制御室）は，「2.1 構造計画」に示す実機の据付状態を模

擬し，机及び固縛を含め加振台上に設置した上で，当該機器が設置される床における設備評価

用床応答曲線を包絡する模擬地震波により加振試験を行う。機能確認済加速度には，加振試験

において電気的機能の健全性を確認した加振台の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4-2 に示す。 

表 4-2 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

衛星電話設備（固定型）

（中央制御室） 

水平 1.79 

鉛直 1.66 
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5. 評価結果

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

衛星電話設備（固定型）（中央制御室）の重大事故等の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気的機

能を有していることを確認した。 

(1) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁の表に示す。

9
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【衛星電話設備（固定型）（中央制御室）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

 1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2） 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

評価用加速度 機能確認済加速度 

衛星電話設備 

（固定型） 

（中央制御室） 

水平方向 0.89 1.79 

鉛直方向 0.67 1.66 
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Ⅴ-2-6-7-2-2 屋外アンテナ（中央制御室） 

の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，屋外アンテナ（中央制御室）が設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，屋外アンテナ（中央

制御室）の地震応答解析及び応力評価並びに機能維持評価により行う。 

屋外アンテナ（中央制御室）は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，常設重大事故緩

和設備及び常設重大事故等対処施設（防止でも緩和でもない設備）に分類される。以下，重大事

故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

屋外アンテナ（中央制御室）の構造計画を表 2-1 に示す。

13
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

屋外アンテナを

取付金具にてア

ンテナ取付架台

に取り付ける。 

アンテナ取付架

台は，アンテナ

取付ポール固定

フレーム，ベー

スプレート，サ

ポートパイプ及

びアンカー取付

け部フレームよ

り構成する。 

アンテナ取付架

台は，基礎ボル

トにて壁に固定

する。 

屋外アンテナ 屋外アンテナ 

壁 

取付金具 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ）

アンカー取付部 
フレーム 

アンテナ 
取付ポール 

固定フレーム 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ）

ベースプレート 

側面図 正面図 （単位：mm） 

アンテナ取付架台 

サポートパイプ 

アンカー取付部 
フレーム 

2
 

2 

2
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2.2 評価方針 

屋外アンテナ（中央制御室）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」の

うち「3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示す屋外アンテナ（中央制御室）の部位を踏まえ，「3. 評価部位」に

て設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有

周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及

び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，屋外アンテナ（中央制御

室）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「4.2 電気的機能

維持」にて設定した方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下である

ことを「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評

価結果」に示す。 

屋外アンテナ（中央制御室）の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 屋外アンテナ（中央制御室）の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

屋外アンテナの構造強度評価 

評価用加速度 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

屋外アンテナの電気的機能維持評価

地震応答解析 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会）

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会）

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説  明 単 位

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｔ 温度条件（雰囲気温度） ℃ 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ν ポアソン比 － 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 

Ａ アンテナ取付架台の断面積 mm2 

Ｉｙ アンテナ取付架台の断面二次モーメント（Ｙ軸） mm4 

Ｉｚ アンテナ取付架台の断面二次モーメント（Ｚ軸） mm4 

Ｊ アンテナ取付架台のねじり定数 mm4 

Ａｙ アンテナ取付架台の有効せん断面積（Ｙ軸） mm2 

Ａｚ アンテナ取付架台の有効せん断面積（Ｚ軸） mm2 

Ｚｙ アンテナ取付架台の断面係数（Ｙ軸） mm3 

Ｚｚ アンテナ取付架台の断面係数（Ｚ軸） mm3 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｙ 基礎ボルトに作用するＹ軸方向のせん断力 N 

Ｑｚ 基礎ボルトに作用するＺ軸方向のせん断力 N 

Ａｂ 基礎ボルトの断面積 mm2 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力（ｆｔ を 1.5 倍した値） MPa 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力（ｆｓ を 1.5倍した値） MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

σｂｔ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

屋外アンテナ（中央制御室）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトを選定して実施

する。屋外アンテナ（中央制御室）の評価部位については，表 2-1 の概略構造図に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価 

(1) 固有周期及び荷重を求めるため，アンテナ取付架台をはり要素としてモデル化した 3 次

元 FEM モデルによる固有値解析を行う。固有周期が 0.05 秒以下である場合は，1.2 倍し

た設置床の最大応答加速度を用いた静解析を実施する。0.05 秒を超える場合は，設備評

価用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析を実施する。

(2) 屋外アンテナは，建屋の壁面に設置し，基礎ボルトにより固定されるものとする。

(3) 解析モデルの質量には，屋外アンテナの質量とアンテナ取付架台の質量を考慮する。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

屋外アンテナ（中央制御室）の重大事故等対処設備の評価に用いる荷重の組合せ及び許容

応力状態を表 4-1 に示す。また，本設備の構造や形状から，風荷重及び積雪荷重の影響が無

視できない可能性があることから，風荷重及び積雪荷重を組合せて評価を行う。 

4.2.2 許容応力 

屋外アンテナ（中央制御室）の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

に基づき表 4-2 のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

屋外アンテナ（中央制御室）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4-3 に示す。 

4.2.4 風荷重 

風荷重は，風速 30 m/s を使用し，屋外アンテナ（中央制御室）の架台形状，風向きを踏

まえ，作用する風圧力を算出する。風圧力の算出の基準となる基準速度圧を表 4-4 に示す。 

4.2.5 積雪荷重 

積雪荷重は，単位荷重 20 N/cm/m2 ＊を使用し，屋外アンテナ（中央制御室）の架台形状を

踏まえ，作用する積雪荷重を算出する。算出した積雪荷重を表 4-5 に示す。 

注記 ＊：積雪量 1cm ごとに 1m2あたり 20N であることを示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

計測制御 

系統施設 
その他 屋外アンテナ（中央制御室） 

常設／防止 

常設／緩和 

その他 

－＊2 

Ｄ+ＰＤ+ＭＤ+Ｓｓ+Ｐｋ＋Ｐｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ+Ｐｋ＋Ｐｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備， 

 「その他」は常設重大事故等対処施設（防止でも緩和でもない設備）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ+Ｐｋ＋Ｐｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

8
 

8 

8
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表 4-2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 9
 

＊ ＊

9 

9
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表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 205 520 － 

表 4-4 基準速度圧 

作用する部位 
基準速度圧 

（N/m2） 

アンテナ取付架台 1808.3 

表 4-5 積雪荷重 

作用する部位 
積雪荷重 

（N） 

アンテナ取付架台 9.502 

1
0
 

10 

1
0
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4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルを図 4-1 に，解析モデルの諸元を表 4-6，外形図を図 4-2 に示す。 

(1) 図 4-1 の△は拘束節点を示し， は質量付加位置を表す。

(2) 屋外アンテナ及び取付金具の質量は，耐震評価上厳しくなる最上端の節点位置に質量要

素として設定した。アンテナ取付架台の質量は，はり要素の材料特性に質量密度を設定

することでモデル化した。

(3) 拘束条件として，図 4-1 の△の節点について，基礎ボルトにて壁面に固定されるため，

XYZ 並進方向を拘束する。かつ，アンカー取付部フレームと壁面が接していることから，

X 軸回りの回転を拘束する。

(4) 部材の機器要目を表 4-7 に示す。

(5) 解析コードは「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-49 計算機プログラム（解析

コード）の概要・ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。

図 4-1  解析モデル図 
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表 4-6 解析モデルの諸元 

項  目 単位 入力値 

材料 － 

温度条件 ℃ 

縦弾性係数 MPa 

ポアソン比 － 

寸法 － 図 4-2 

要素数 個 

節点数 個 

質量（アンテナ取付架台） kg 

質量（アンテナ＋取付金具） kg 

表 4-7 部材の機器要目 

機器名称 屋外アンテナ（中央制御室） 

対象要素 
アンカー取付部

フレーム

サポート

パイプ 
ベースプレート

アンテナ取付

ポールフレーム

材料 

断面形状 

寸法 mm

断面積 Ａ mm2

断面二次 

モーメント

Ｉｚ mm4

Ｉｙ mm4

ねじり定数 Ｊ mm4

せん断面積 
Ａｙ mm2

Ａｚ mm2

断面係数 
Ｚｙ mm3

Ｚｚ mm3
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図 4-2 屋外アンテナ（中央制御室）外形図 

 

  

（単位：mm） 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4-8 に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。

また，鉛直方向は 2 次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確

認した。 

表 4-8 固有値解析結果 

モード
固有周期 

（s） 
卓越方向 

1 次 水平 

4.5 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 4-9 に示す。 

表 4-9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

（s） 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

EL. 63.65＊1 

0.05 

以下＊2 
ＣＨ＝2.45 ＣＶ＝1.88

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 
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4.6 計算方法 

ＦＥＭ解析の結果から得られる基礎ボルト部の最大荷重を用いて，表 4-10 の式により最大

応力を算出する。なお，風荷重について，表 4-4 に示す基準速度圧が，壁面に設置されている

アンテナ取付架台に向かい，0 度，45 度又は 90 度の方向から常時作用するものとして解析を

行う。雪荷重ついては，表 4-5 に示す積雪荷重が，鉛直方向から常時作用するものとして解析

を行い，最も応力の厳しい値を評価結果とする。最大応力発生部位を図 4-3 に示す。 

表 4-10 応力計算式 

応力の種類 単位 応力計算式 

引張応力 σ
ｂｔ MPa 

Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

せん断応力 τｂ MPa 
Ｑ

ｂ

Ａ
ｂ

ここで， 

基礎ボルトに作用するせん断力 Ｑ
ｂ
＝	 Ｑ

ｙ

2
+Ｑ

ｚ

2
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図 4-3 最大応力発生部位 
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4.7 計算条件 

(1) 基礎ボルト

記号 説明 単位 値 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 489.8 

Ｑｙ 基礎ボルトに作用するＹ軸方向のせん断力 N 170.7 

Ｑｚ 基礎ボルトに作用するＺ軸方向のせん断力 N 644.3 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 666.5 

Ａb 基礎ボルトの断面積（M12 ボルト） mm2 113.1 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 246 

4.8 応力の評価 

4.8.1 基礎ボルトの応力評価 

4.6項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂｔは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ 以下で

あること。ただし，fｔｏは下表による。

fｔｓ ＝Min[1.4・fｔｏ －1.6・τｂ， fｔｏ  ]

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓｂ 以下であること。

ただし， fｓｂ は下表による。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

fｓｂ

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
 

＊
 

＊
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

屋外アンテナ（中央制御室）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

屋外アンテナ（中央制御室）の評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。

機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認

した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

屋外アンテナ 

（中央制御室） 

水平 8.24 

鉛直 8.16 

6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

屋外アンテナ（中央制御室）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【屋外アンテナ（中央制御室）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設 備 分 類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

常設／防止 

常設／緩和 

その他 
EL. 63.65＊1 

0.05 以下＊2 ＣＨ＝2.45 ＣＶ＝1.88

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

1.2 機器要目 

 4.3 項に示すとおり。 

1.3 計算数値 

 4.7 項に示すとおり。 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト 
引張り σｂｔ＝ 5 fｔｓ ＝ 147＊

せん断 τｂ＝ 6 fｓｂ ＝ 113

すべて許容応力以下である。 ＊：fｔｓ ＝Min[1.4・fｔｏ －1.6・τｂ， fｔｏ  ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

屋外アンテナ 

（中央制御室） 

水平方向 2.04 8.24 

鉛直方向 1.56 8.16 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

1
9
 

1
9
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Ⅴ-2-6-7-2-3 衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室） 

の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）が設計用地震力に

対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，

屋外アンテナ（中央制御室）の地震応答解析及び応力評価並びに機能維持評価により行う。 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）は，重大事故等対処設備においては常設耐

震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備及び常設重大事故

等対処施設（防止でも緩和でもない設備）に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構

造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

フレームは，基

礎ボルトにて床

に固定する。 

棚板及びガセッ

トプレートは，

溶接にてフレー

ムに固定する。

衛星電話設備用

通信機器は，棚

板に取付金物及

び取付ボルトに

て固定する。

直立形 

（衛星電話設備

用通信機器を開

放型のラックに

収納する。） 

フレーム 床 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ）

棚板 

ガセットプレート 

衛星電話設備用通信機器 

（電路及び伝送路部位） 

側面図 正面図 

収納ラック 
衛星電話設備用通信機器 

(本体) 

取付ボルト 

衛星電話設備用通信機器 

（電路及び伝送路部位） 

ガセットプレート 

フレーム 

床 

（単位：mm）

棚板補強用 

フレーム 

前面用フレーム 

2
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2.2 評価方針 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機

能維持の基本方針」のうち「3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並び

に許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制

御室）の部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸

元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界

内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。また，衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の機能維持評価は，添付書

類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「4.2 電気的機能維持」にて設定した方針に基づ

き，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを「5. 機能維持評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

衛星電話設備用通信機器収納ラック 

の構造強度評価

評価用加速度 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

衛星電話設備用通信機器収納ラック 

の電気的機能維持評価

地震応答解析 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会）

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会）

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説  明 単 位

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｔ 温度条件（雰囲気温度） ℃ 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ν ポアソン比 － 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

フレームの応力計算に使用する記号

Ａ フレームの断面積 mm2 

Ｉｙ フレームの断面二次モーメント（Ｙ軸） mm4 

Ｉｚ フレームの断面二次モーメント（Ｚ軸） mm4 

Ｊ フレームのねじり定数 mm4 

Ａｙ フレームの有効せん断断面積（Ｙ軸） mm2 

Ａｚ フレームの有効せん断断面積（Ｚ軸） mm2 

Ｚｙ フレームのＹ軸周りの断面係数 mm3 

Ｚｚ フレームのＺ軸周りの断面係数 mm3 

Ｆｔ フレームに作用する引張力 N 

Ｆｃ フレームに作用する圧縮力 N 

Ｆｙ フレームに作用するＹ軸方向のせん断力 N 

Ｆｚ フレームに作用するＺ軸方向のせん断力 N 

Ｍｙ フレームに作用するＹ軸周りの曲げモーメント N･mm 

Ｍｚ フレームに作用するＺ軸周りの曲げモーメント N･mm 

Ａｔ 引張力が作用するフレームの断面積 mm2 

Ａｃ 圧縮力が作用するフレームの断面積 mm2 

fｔ フレームの許容引張応力（ｆｔ を1.5倍した値） MPa 

fｓ フレームの許容せん断応力（ｆｓ を1.5倍した値） MPa 

fｃ フレームの許容圧縮応力（ｆｃ を1.5倍した値） MPa 

fｂ フレームの許容曲げ応力（ｆｂ を1.5倍した値） MPa 

σｔ フレームに生じる引張応力 MPa 

τ フレームに生じるせん断応力 MPa 

σｃ フレームに生じる圧縮応力 MPa 

σｂ フレームに生じる曲げ応力 MPa 

基礎ボルトの応力計算に使用する記号 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

＊
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Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｙ 基礎ボルトに作用するＹ軸方向のせん断力 N 

Ｑｚ 基礎ボルトに作用するＺ軸方向のせん断力 N 

Ａｂ 基礎ボルトの断面積 mm2 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力（ｆｔ を1.5倍した値） MPa 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力（ｆｓ を1.5倍した値） MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

σｂｔ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

長
さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

フレームの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなるフレ

ーム及び基礎ボルトを対象に選定する。衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の耐

震評価部位については，表 2-1 の概略構造図に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価 

(1) 固有周期及び荷重を求めるため，ラックを構成する鋼材をはり要素及びシェル要素とし

てモデル化した 3 次元 FEM モデルによる固有値解析を行う。固有周期が 0.05 秒以下であ

る場合は，1.2 倍した設置床の最大応答加速度を用いた静解析を実施する。0.05 秒を超え

る場合は，設備評価用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析を実施する。

(2) 衛星電話設備用通信機器収納ラックは，建屋の床面に設置し，基礎ボルトにより固定さ

れるものとする。

(3) 解析モデルの質量には，ラックの質量と取付器具の質量を考慮する。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の重大事故等対処設備の評価に用い

る荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4-1 に示す。 

 4.2.2 許容応力 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針」に基づき表 4-2 のとおりとする。 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の使用材料の許容応力評価条件のう

ち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等

の区分 

荷重の 

組合せ 

許容応力 

状態 

計測制御

系統施設 
その他 

衛星電話設備用通信機器収納 

ラック（中央制御室）

常設／防止 

常設／緩和 

その他 

－＊2 

Ｄ+ＰＤ+ＭＤ+Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

9
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表 4-2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊3 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊

1.5・ｆｓ

＊

1.5・ｆｃ

＊

1.5・ｆｂ

＊

1.5・ｆｔ

＊

1.5・ｆｓ

＊

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「鋼構造設計基準 SI 単位版」（2002 年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能 

 である場合は評価を省略する。 

1
0
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表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム 周囲環境温度 205 520 － 

基礎ボルト 周囲環境温度 205 520 － 

1
1
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4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルを図 4-1，解析モデルの諸元を表 4-4，外形図を図 4-2 に示す。 

(1) 図 4-1 の△は拘束節点を示し， は質量付加位置を表す。

(2) 拘束条件として，図 4-1 の△の節点について，基礎ボルト位置において XYZ 並進方向を

拘束する。

(3) 取付器具の質量は取付位置での中心に付加する。フレームの質量は，はり要素の材料特

性に質量密度を設定することでモデル化した。

(4) 部材の機器要目を表 4-5 に示す。

(5) 解析コードは「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-49 計算機プログラム（解析

コード）の概要・ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。

図 4-1 解析モデル図 
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表 4-4 解析モデルの諸元 

項  目 単位 入力値 

材料 － 

温度条件(雰囲気温度) ℃ 

縦弾性係数 MPa 

ポアソン比 － 

寸法 － 図 4-2 

要素数 個 

節点数 個 

質量（収納ラック） kg 

質量（器具） kg 

表 4-5 部材の機器要目 

機器名称 衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室） 

対象要素 フレーム
前面用 

フレーム

棚板補強用 

フレーム

材料 

断面形状 

寸法 mm

断面積 Ａ mm2

断面二次 

モーメント

Ｉｚ mm4

Ｉｙ mm4

ねじり定数 Ｊ mm4

せん断面積
Ａｙ mm2

Ａｚ mm2

断面係数 
Ｚｙ mm3

Ｚｚ mm3

46



 

14 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
-
3
 R
4
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           側面図                 正面図        

 

図 4-2 衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）外形図 

  

（単位：mm） 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4-6 に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。

また，鉛直方向は 2 次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確

認した。 

表 4-6 固有値解析結果 

モード
固有周期 

（s） 
卓越方向 

1 次 水平 

4.5 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 4-7 に示す。 

表 4-7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

（s） 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

EL. 18.00

（EL. 20.30＊1） 

0.05 

以下＊2 
ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 
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4.6 計算方法 

 4.6.1 フレームの応力評価 

ＦＥＭ解析の結果から得られるフレーム部分のはり要素の荷重，モーメントを用いて，

表 4-8の式により最大応力を算出する。また，最大応力発生部位を図 4-3 に示す。 

表 4-8 応力計算式 

応力の種類 単位 応力計算式 

引張応力 σt MPa 
Ｆ

ｔ

Ａ
ｔ

せん断応力 τ MPa 
Ｆ

ｙ

Ａ
ｙ

 , 
Ｆ

ｚ

Ａ
ｚ

圧縮応力 σc MPa 
Ｆ

ｃ

Ａ
ｃ

曲げ応力 σb MPa 
Ｍ

ｙ

Ｚ
ｙ

 , 
Ｍ

ｚ

Ｚ
ｚ

組合せ 

引張＋曲げ －  1
f

ｂ
　＋ｔ

ｔ

≦  

圧縮＋曲げ －   1
f f

　 　ｃ ｂ

ｃ ｂ

＋ ≦  

≦ 1 

≦ 1 
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4.6.2 基礎ボルトの応力評価 

ＦＥＭ解析の結果から得られる基礎ボルト部の最大荷重を用いて，表 4-9 の式により最

大応力を算出する。また，最大応力発生部位を図 4-3 に示す。 

表 4-9 応力計算式 

応力の種類 単位 応力計算式 

引張応力 σ
ｂｔ MPa 

Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

せん断応力 τｂ MPa 
Ｑ

ｂ

Ａ
ｂ

ここで， 

基礎ボルトに作用するせん断力 Ｑ
ｂ
＝	 Ｑ

ｙ

2
+Ｑ

ｚ

2
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図 4-3 最大応力発生部位 
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4.7 計算条件 

(1)フレーム

（前後＋鉛直）

（左右＋鉛直） 

(2)基礎ボルト

記号 説明 単位 値 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 2.236×103 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 562.6 

Ｑｙ 基礎ボルトに作用するＹ軸方向のせん断力 N 209.7 

Ｑｚ 基礎ボルトに作用するＺ軸方向のせん断力 N 522.1 

Ａｂ 基礎ボルトの断面積 mm2 113.1 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 246 

記号 説明 単位 値 

Ｆｔ フレームに作用する引張力 N 344.4 

Ｆｃ フレームに作用する圧縮力 N 938.1 

Ａｔ 引張力が作用するフレームの断面積 mm2 114.0 

Ａｃ 圧縮力が作用するフレームの断面積 mm2 564.4 

Ｆｙ フレームに作用するＹ軸方向のせん断力 N 440.4 

Ａｙ フレームの有効せん断断面積（Ｙ軸） mm2 246.9 

Ｍｚ フレームに作用するＺ軸周りの曲げモーメント N･mm 9.043×104 

Ｚｚ フレームのＺ軸周りの断面係数 mm3 3.540×103 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 MPa 246 

記号 説明 単位 値 

Ｆｔ フレームに作用する引張力 N 354.2 

Ｆｃ フレームに作用する圧縮力 N 1.371×103 

Ａｔ 引張力が作用するフレームの断面積 mm2 114.0 

Ａｃ 圧縮力が作用するフレームの断面積 mm2 564.4 

Ｆｚ フレームに作用するＺ軸方向のせん断力 N 381.6 

Ａｚ フレームの有効せん断断面積（Ｚ軸） mm2 246.9 

Ｍｚ フレームに作用するＺ軸周りの曲げモーメント N･mm 7.151×104 

Ｚｚ フレームのＺ軸周りの断面係数 mm3 3.540×103 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 MPa 246 

＊
＊

 
＊
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4.8 応力の評価 

4.8.1 フレームの応力評価 

(1) 4.6.1項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，許容組合せ応

力は fｔ 以下であること。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ

 Ｆ 

1.5
・1.5

許容せん断応力 

fｓ

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

許容圧縮応力

fｃ

(λ≦Λ) ・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2

(λ＞Λ) ・1.5
λ

Λ
0.277・Ｆ・

2

許容曲げ応力 

fｂ

 Ｆ 

1.5
・1.5

ただし， 

k

i
＝

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

(2) 引張力と曲げモーメントを受ける部材の応力は次式を満足すること。

 1
f

ｂ
　＋　ｔ

ｔ

≦  

(3) 圧縮力と曲げモーメントを受ける部材の応力は次式を満足すること。

    1
f f

　ｃ ｂ

ｃ ｂ

＋ ≦

2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5

＊
 

＊
＊

≦ 1 

＊
 

≦ 1 

＊

＊
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4.8.2 基礎ボルトの応力評価 

4.6.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂｔは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ 以下

であること。ただし，fｔｏは下表による。

fｔｓ ＝Min[1.4・fｔｏ －1.6・τｂ， fｔｏ  ]

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓｂ 以下であること。

ただし， fｓｂ は下表による。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

fｓｂ

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
＊
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の電気的機能維持評価について，以下に

示す。 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）は，実機の据付状態を模擬した上で，当

該機器が設置される床における設備評価用床応答曲線を包絡する模擬地震波により加振試験を

行う。機能確認済加速度には，加振試験において電気的機能の健全性を確認した加振波の最大

加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

衛星電話設備用 

通信機器収納ラック 

（中央制御室） 

水平 1.84 

鉛直 1.67 

6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の重大事故等時の状態を考慮した場合の

耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【衛星電話設備用通信機器収納ラック（中央制御室）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機  器  名  称 設 備 分 類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

常設／防止 

常設／緩和 

その他 

EL. 18.00 

（EL. 20.30＊1） 

0.05 以下＊2 ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

1.2 機器要目 

 4.3 項に示すとおり。 

1.3 計算数値 

 4.7 項に示すとおり。 2
3
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1.4 結論 

1.4.1 応力 

部材 材料 応力 加速度の方向
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

フレーム 

引張り 
前後+上下 σｔ ＝ 3

fｔ ＝ 246
左右+上下 σｔ ＝ 4 

せん断 
前後+上下 τ ＝ 2 

fｓ ＝ 142
左右+上下 τ ＝ 2 

圧縮 
前後+上下 σｃ ＝ 2 

fｃ ＝ 185
左右+上下 σｃ ＝ 3 

曲げ 
前後+上下 σｂ ＝ 26 

fｂ ＝ 246
左右+上下 σｂ ＝ 21 

引張＋曲げの 

組合せ 

－  1
f

ｂ
　＋ｔ

ｔ

≦

前後+上下 0.11（無次元） 

左右+上下 0.09（無次元） 

圧縮＋曲げの 

組合せ 

－     1
f f

　 　ｃ ｂ

ｃ ｂ

＋ ≦

前後+上下 0.11（無次元） 

左右+上下 0.09（無次元） 

基礎ボルト 
引張り 

－ 
σｂｔ ＝ 20 fｔｓ ＝ 147＊

せん断 τｂ ＝ 5 fｓｂ ＝ 113

すべて許容応力以下である。 ＊：fｔｓ ＝Min[1.4・fｔｏ －1.6・τｂ , fｔｏ  ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

衛星電話設備用 

通信機器収納ラック 

（中央制御室） 

水平方向 0.89 1.84 

鉛直方向 0.67 1.67 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

2
4
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Ⅴ-2-6-7-2-4 衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所） 

の耐震性についての計算書
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方

針に基づき，衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）が設計用地震力に対して十分な電気的機

能を有していることを説明するものである。 

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，常

設重大事故緩和設備及び常設重大事故等対処施設（防止でも緩和でもない設備）に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）の構造計画を表 2-1 に示す。 

60



表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

電話機を固縛用

バンド及び粘着

固定シートにて

机 上 に 固 縛 す

る。 

机は取付金物を

使用し，ボルト

で 床 に 固 定 す

る。 

電話機 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-2-4 R3 

2
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2.2 評価方針 

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維

持の基本方針」のうち「4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，

地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）の耐震評価フロー 

2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会）

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会）

3. 評価部位

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）は，電話機を固縛用バンド及び粘着固定シートにて

机上に固縛することから，机が支持している。机は取付金物にて床に固定する。本計算書では，

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）の電気的機能維持評価について示す。衛星電話設備

（固定型）（緊急時対策所）の評価部位を，表 2-1 の概略構造図に示す。 

設計用地震力 

評価用加速度の算出 

電話機の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価

4.1 評価用加速度 

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）は，電話機を固縛用バンド及び粘着固定シートに

て机上に固縛することから，机が支持している。机についても取付金物にて床に固定すること

から，設計用地震力は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に示す，衛星電話

設備（固定型）（緊急時対策所）の設置床における基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答

曲線とし，評価用加速度には設置床の最大応答加速度を適用する。 

評価用加速度を表 4-1 に示す。 

表 4-1 評価用加速度 （×9.8 m/s2) 

機器名称 
据付場所及び床面高さ 

（m） 
方向 

基準地震動Ｓｓ

評価用加速度 

衛星電話設備（固定型）

（緊急時対策所） EL. 30.30 

水平 0.67 

鉛直 0.61 

注記  ＊1：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）の機能確認済加速度について以下に示す。 

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）は，「2.1 構造計画」に示す実機の据付状態を

模擬した上で，机及び固縛を含め加振台上に設置した上で，当該機器が設置される床における

設備評価用床応答曲線を包絡する模擬地震波により加振試験を行う。機能確認済加速度には，

加振試験において電気的機能の健全性を確認した加振台の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4-2 に示す。 

表 4-2 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

衛星電話設備（固定型）

（緊急時対策所） 

水平 1.79 

鉛直 1.66 
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5. 評価結果

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）の重大事故等の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気的

機能を有していることを確認した。 

(1) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁の表に示す。
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【衛星電話設備（固定型）（緊急時対策所）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

 1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2） 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

評価用加速度 機能確認済加速度 

衛星電話設備 

（固定型） 

（緊急時対策所） 

水平方向 0.67 1.79 

鉛直方向 0.61 1.66 
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Ⅴ-2-6-7-2-5 屋外アンテナ（緊急時対策所） 

の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，屋外アンテナ（緊急時対策所）が設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，屋外アンテナ（緊

急時対策所）の地震応答解析及び応力評価並びに機能維持評価により行う。 

屋外アンテナ（緊急時対策所）は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，重大事故等

対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，常設重大事故

緩和設備及び常設重大事故等対処施設（防止でも緩和でもない設備）に分類される。以下，重大

事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

屋外アンテナ（緊急時対策所）の構造計画を表 2-1 に示す。
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

屋外アンテナを

取付金具にてア

ンテナ取付架台

に取り付ける。 

アンテナ取付架

台は，アンテナ

取付ポール固定

フレーム，ベー

スプレート，サ

ポートパイプ及

びアンカー取付

け部フレームよ

り構成する。 

アンテナ取付架

台は，基礎ボル

トにて壁に固定

する。 

屋外アンテナ 屋外アンテナ 

壁 

取付金具 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ）

アンカー取付部 
フレーム 

アンテナ 
取付ポール 
固定フレーム 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ）

ベースプレート 

側面図 正面図 （単位：mm） 

アンテナ取付架台 

サポートパイプ 

アンカー取付部 
フレーム 

2
 

70



3 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
-
5
 R
4
 

2.2 評価方針 

屋外アンテナ（緊急時対策所）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

のうち「3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示す屋外アンテナ（緊急時対策所）の部位を踏まえ，「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固

有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析

及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，屋外アンテナ（緊急時

対策所）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「4.2 電気的

機能維持」にて設定した方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下で

あることを「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 

評価結果」に示す。 

屋外アンテナ（緊急時対策所）の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 屋外アンテナ（緊急時対策所）の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

屋外アンテナの構造強度評価 

評価用加速度 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

屋外アンテナの電気的機能維持評価

地震応答解析 

71



4 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
-
5
 R
4
 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会）

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会）

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説  明 単 位

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｔ 温度条件（雰囲気温度） ℃ 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ν ポアソン比 － 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 

Ａ アンテナ取付架台の断面積 mm2 

Ｉｙ アンテナ取付架台の断面二次モーメント（Ｙ軸） mm4 

Ｉｚ アンテナ取付架台の断面二次モーメント（Ｚ軸） mm4 

Ｊ アンテナ取付架台のねじり定数 mm4 

Ａｙ アンテナ取付架台の有効せん断面積（Ｙ軸） mm2 

Ａｚ アンテナ取付架台の有効せん断面積（Ｚ軸） mm2 

Ｚｙ アンテナ取付架台の断面係数（Ｙ軸） mm3 

Ｚｚ アンテナ取付架台の断面係数（Ｚ軸） mm3 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｙ 基礎ボルトに作用するＹ軸方向のせん断力 N 

Ｑｚ 基礎ボルトに作用するＺ軸方向のせん断力 N 

Ａｂ 基礎ボルトの断面積 mm2 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力（ｆｔ を 1.5 倍した値） MPa 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力（ｆｓ を 1.5倍した値） MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

σｂｔ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

屋外アンテナ（緊急時対策所）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトを選定して実

施する。屋外アンテナ（緊急時対策所）の評価部位については，表 2-1 の概略構造図に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価 

(1) 固有周期及び荷重を求めるため，アンテナ取付架台をはり要素としてモデル化した 3 次

元 FEM モデルによる固有値解析を行う。固有周期が 0.05 秒以下である場合は，1.2 倍し

た設置床の最大応答加速度を用いた静解析を実施する。0.05 秒を超える場合は，設備評

価用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析を実施する。

(2) 屋外アンテナは，建屋の壁面に設置し，基礎ボルトにより固定されるものとする。

(3) 解析モデルの質量には，屋外アンテナの質量とアンテナ取付架台の質量を考慮する。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

屋外アンテナ（緊急時対策所）の重大事故等対処設備の評価に用いる荷重の組合せ及び許

容応力状態を表 4-1 に示す。また，本設備の構造や形状から，風荷重及び積雪荷重の影響が

無視できない可能性があることから，風荷重及び積雪荷重を組合せて評価を行う。 

4.2.2 許容応力 

屋外アンテナ（緊急時対策所）の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

に基づき表 4-2 のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

屋外アンテナ（緊急時対策所）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4-3 に示す。 

4.2.4 風荷重 

風荷重は，風速 30 m/s を使用し，屋外アンテナ（緊急時対策所）の架台形状，風向きを

踏まえ，作用する風圧力を算出する。風圧力の算出の基準となる基準速度圧を表 4-4 に示

す。 

4.2.5 積雪荷重 

積雪荷重は，単位荷重 20 N/cm/m2 ＊を使用し，屋外アンテナ（緊急時対策所）の架台形状

を踏まえ，作用する積雪荷重を算出する。算出した積雪荷重を表 4-5 に示す。 

注記 ＊：積雪量 1cm ごとに 1m2あたり 20N であることを示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

計測制御 

系統施設 
その他 屋外アンテナ（緊急時対策所） 

常設／防止 

常設／緩和 

その他 

－＊2 

Ｄ+ＰＤ+ＭＤ+Ｓｓ+Ｐｋ＋Ｐｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ+Ｐｋ＋Ｐｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備， 

 「その他」は常設重大事故等対処施設（防止でも緩和でもない設備）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ+Ｐｋ＋Ｐｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

8
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表 4-2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 9
 

＊ ＊
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表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 205 520 － 

表 4-4 基準速度圧 

作用する部位 
基準速度圧 

（N/m2） 

アンテナ取付架台 1533.6 

表 4-5 積雪荷重 

作用する部位 
積雪荷重 

（N） 

アンテナ取付架台 9.502 

1
0
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4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルを図 4-1 に，解析モデルの諸元を表 4-6，外形図を図 4-2 に示す。 

(1) 図 4-1 の△は拘束節点を示し， は質量付加位置を表す。

(2) 屋外アンテナ及び取付金具の質量は，耐震評価上厳しくなる最上端の節点位置に質量要

素として設定した。アンテナ取付架台の質量は，はり要素の材料特性に質量密度を設定

することでモデル化した。

(3) 拘束条件として，図 4-1 の△の節点について，基礎ボルトにて壁面に固定されるため，

XYZ 並進方向を拘束する。かつ，アンカー取付部フレームと壁面が接していることから，

X 軸回りの回転を拘束する。

(4) 部材の機器要目を表 4-7 に示す。

(5) 解析コードは「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-49 計算機プログラム（解析

コード）の概要 ・ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。

図 4-1  解析モデル図 
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表 4-6 解析モデルの諸元 

項  目 単位 入力値 

材料 － 

温度条件 ℃ 

縦弾性係数 MPa 

ポアソン比 － 

寸法 － 図 4-2 

要素数 個 

節点数 個 

質量（アンテナ取付架台） kg 

質量（アンテナ＋取付金具） kg 

表 4-7 部材の機器要目 

機器名称 屋外アンテナ（緊急時対策所） 

対象要素 
アンカー取付部

フレーム

サポート

パイプ 
ベースプレート

アンテナ取付

ポールフレーム

材料 

断面形状 

寸法 mm

断面積 Ａ mm2

断面二次 

モーメント

Ｉｚ mm4

Ｉｙ mm4

ねじり定数 Ｊ mm4

せん断面積 
Ａｙ mm2

Ａｚ mm2

断面係数 
Ｚｙ mm3

Ｚｚ mm3
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図 4-2 屋外アンテナ（緊急時対策所）外形図 

 

  

（単位：mm） 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4-8 に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。

また，鉛直方向は 2 次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確

認した。 

表 4-8 固有値解析結果 

モード
固有周期 

（s） 
卓越方向 

1 次 水平 

4.5 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 4-9 に示す。 

表 4-9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

（s） 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

EL. 51.00＊1 

0.05 

以下＊2 
ＣＨ＝1.93 ＣＶ＝1.45

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 
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4.6 計算方法 

ＦＥＭ解析の結果から得られる基礎ボルト部の最大荷重を用いて，表 4-10 の式により最大

応力を算出する。なお，風荷重について，表 4-4 に示す基準速度圧が，壁面に設置されている

アンテナ取付架台に向かい，0 度，45 度又は 90 度の方向から常時作用するものとして解析を

行う。雪荷重の考慮については，表 4-5 に示す積雪荷重が，鉛直方向から常時作用するものと

して解析を行い，最も応力の厳しい値を評価結果とする。最大応力発生部位を図 4-3 に示す。 

表 4-10 応力計算式 

応力の種類 単位 応力計算式 

引張応力 σ
ｂｔ MPa 

Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

せん断応力 τｂ MPa 
Ｑ

ｂ

Ａ
ｂ

ここで， 

基礎ボルトに作用するせん断力 Ｑ
ｂ
＝	 Ｑ

ｙ

2
+Ｑ

ｚ

2
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図 4-3 最大応力発生部位 
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4.7 計算条件 

(1) 基礎ボルト

記号 説明 単位 値 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 404.0 

Ｑｙ 基礎ボルトに作用するＹ軸方向のせん断力 N 136.1 

Ｑｚ 基礎ボルトに作用するＺ軸方向のせん断力 N 531.9 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断応力 N 549.0 

Ａb 基礎ボルトの断面積（M12 ボルト） mm2 113.1 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 246 

4.8 応力の評価 

4.8.1 基礎ボルトの応力評価 

4.6項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂｔは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ 以下で

あること。ただし，fｔｏは下表による。

fｔｓ ＝Min[1.4・fｔｏ －1.6・τｂ， fｔｏ  ]

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓｂ 以下であること。

ただし， fｓｂ は下表による。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

fｓｂ

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
 

＊
 

＊
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

屋外アンテナ（緊急時対策所）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

屋外アンテナ（緊急時対策所）の評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを確認す

る。機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を

確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

屋外アンテナ 

（緊急時対策所） 

水平 8.24 

鉛直 8.16 

6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

屋外アンテナ（緊急時対策所）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【屋外アンテナ（緊急時対策所）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設 備 分 類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

屋外アンテナ 

（緊急時対策所） 

常設／防止 

常設／緩和 

その他 
EL. 51.00＊1 

0.05 以下＊2 ＣＨ＝1.93 ＣＶ＝1.45

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

1.2 機器要目 

 4.3 項に示すとおり。 

1.3 計算数値 

 4.7 項に示すとおり。 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト 
引張り σｂｔ＝ 4 fｔｓ ＝ 147＊

せん断 τｂ＝ 5 fｓｂ ＝ 113

すべて許容応力以下である。 ＊：fｔｓ ＝Min[1.4・fｔｏ －1.6・τｂ， fｔｏ  ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

屋外アンテナ 

（緊急時対策所） 

水平方向 1.61 8.24 

鉛直方向 1.21 8.16 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

1
9
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Ⅴ-2-6-7-2-6 衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所） 

の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）が設計用地震力

に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価

は，屋外アンテナ（緊急時対策所）の地震応答解析及び応力評価並びに機能維持評価により行う。 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）は，重大事故等対処設備においては常設

耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備及び常設重大事

故等対処施設（防止でも緩和でもない設備）に分類される。以下，重大事故等対処設備としての

構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

フレームは，基

礎ボルトにて床

に固定する。 

棚板及びガセッ

トプレートは，

溶接にてフレー

ムに固定する。

衛星電話設備用

通信機器は，棚

板に取付金物及

び取付ボルトに

て固定する。 

直立形 

（衛星電話設備

用通信機器を開

放型のラックに

収納する。） 

フレーム 

床 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ）

棚板 

ガセットプレート 

衛星電話設備用通信機器 

（電路及び伝送路部位） 

側面図 正面図 

収納ラック 
衛星電話設備用通信機器 

(本体) 

取付ボルト 

衛星電話設備用通信機器 

（電路及び伝送路部位） 

ガセットプレート 

フレーム 

床 

（単位：mm）

棚板補強用 

フレーム 

前面用フレーム 

フレーム 
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2.2 評価方針 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機

能維持の基本方針」のうち「3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並び

に許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時

対策所）の部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び

諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限

界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。また，衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の機能維持評価は，添

付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「4.2 電気的機能維持」にて設定した方針に

基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを「5. 機能維持評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

衛星電話設備用通信機器収納ラック 

の構造強度評価

評価用加速度 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

衛星電話設備用通信機器収納ラック 

の電気的機能維持評価

地震応答解析 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会）

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会）

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説  明 単 位

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｔ 温度条件（雰囲気温度） ℃ 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ν ポアソン比 － 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

フレームの応力計算に使用する記号

Ａ フレームの断面積 mm2 

Ｉｙ フレームの断面二次モーメント（Ｙ軸） mm4 

Ｉｚ フレームの断面二次モーメント（Ｚ軸） mm4 

Ｊ フレームのねじり定数 mm4 

Ａｙ フレームの有効せん断断面積（Ｙ軸） mm2 

Ａｚ フレームの有効せん断断面積（Ｚ軸） mm2 

Ｚｙ フレームのＹ軸周りの断面係数 mm3 

Ｚｚ フレームのＺ軸周りの断面係数 mm3 

Ｆｔ フレームに作用する引張力 N 

Ｆｃ フレームに作用する圧縮力 N 

Ｆｙ フレームに作用するＹ軸方向のせん断力 N 

Ｆｚ フレームに作用するＺ軸方向のせん断力 N 

Ｍｙ フレームに作用するＹ軸周りの曲げモーメント N･mm 

Ｍｚ フレームに作用するＺ軸周りの曲げモーメント N･mm 

Ａｔ 引張力が作用するフレームの断面積 mm2 

Ａｃ 圧縮力が作用するフレームの断面積 mm2 

fｔ フレームの許容引張応力（ｆｔ を1.5倍した値） MPa 

fｓ フレームの許容せん断応力（ｆｓ を1.5倍した値） MPa 

fｃ フレームの許容圧縮応力（ｆｃ を1.5倍した値） MPa 

fｂ フレームの許容曲げ応力（ｆｂ を1.5倍した値） MPa 

σｔ フレームに生じる引張応力 MPa 

τ フレームに生じるせん断応力 MPa 

σｃ フレームに生じる圧縮応力 MPa 

σｂ フレームに生じる曲げ応力 MPa 

基礎ボルトの応力計算に使用する記号 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

＊
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Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｙ 基礎ボルトに作用するＹ軸方向のせん断力 N 

Ｑｚ 基礎ボルトに作用するＺ軸方向のせん断力 N 

Ａｂ 基礎ボルトの断面積 mm2 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力（ｆｔ を1.5倍した値） MPa 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力（ｆｓ を1.5倍した値） MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

σｂｔ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

長
さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

フレームの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなるフ

レーム及び基礎ボルトを対象に選定する。衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）

の耐震評価部位については，表 2-1 の概略構造図に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価 

(1) 固有周期及び荷重を求めるため，ラックを構成する鋼材をはり要素及びシェル要素とし

てモデル化した 3 次元 FEM モデルによる固有値解析を行う。固有周期が 0.05 秒以下であ

る場合は，1.2 倍した設置床の最大応答加速度を用いた静解析を実施する。0.05 秒を超え

る場合は，設備評価用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析を実施する。

(2) 衛星電話設備用通信機器収納ラックは，建屋の床面に設置し，基礎ボルトにより固定さ

れるものとする。

(3) 解析モデルの質量には，ラックの質量と取付器具の質量を考慮する。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の重大事故等対処設備の評価に用

いる荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4-1 に示す。 

 4.2.2 許容応力 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-

9 機能維持の基本方針」に基づき表 4-2 のとおりとする。 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の使用材料の許容応力評価条件の

うち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等

の区分 

荷重の 

組合せ 

許容応力 

状態 

計測制御

系統施設 
その他 

衛星電話設備用通信機器収納 

ラック（緊急時対策所）

常設／防止 

常設／緩和 

その他 

－＊2 

Ｄ+ＰＤ+ＭＤ+Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4-2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊3 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊

1.5・ｆｓ

＊

1.5・ｆｃ

＊

1.5・ｆｂ

＊

1.5・ｆｔ

＊

1.5・ｆｓ

＊

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「鋼構造設計基準 SI 単位版」（2002 年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能 

 である場合は評価を省略する。 
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表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム 周囲環境温度 205 520 － 

基礎ボルト 周囲環境温度 205 520 － 
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4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルを図 4-1，解析モデルの諸元を表 4-4，外形図を図 4-2 に示す。 

(1) 図 4-1 の△は拘束節点を示し， は質量付加位置を表す。

(2) 拘束条件として，図 4-1 の△の節点について，基礎ボルト位置において XYZ 並進方向を

拘束する。

(3) 取付器具の質量は取付位置での中心に付加する。フレームの質量は，はり要素の材料特

性に質量密度を設定することでモデル化した。

(4) 部材の機器要目を表 4-5 に示す。

(5) 解析コードは「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-49 計算機プログラム（解析

コード）の概要・ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。

図 4-1 解析モデル図 
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表 4-4 解析モデルの諸元 

項  目 単位 入力値 

材料 － 

温度条件(雰囲気温度) ℃ 

縦弾性係数 MPa 

ポアソン比 － 

寸法 － 図 4-2 

要素数 個 

節点数 個 

質量（収納ラック） kg 

質量（器具） kg 

表 4-5 部材の機器要目 

機器名称 
衛星電話設備用通信機器収納ラック 

（緊急時対策所） 

対象要素 フレーム
前面用 

フレーム

棚板補強用 

フレーム

材料 

断面形状 

寸法 mm

断面積 Ａ mm2

断面二次 

モーメント

Ｉｚ mm4

Ｉｙ mm4

ねじり定数 Ｊ mm4

せん断面積
Ａｙ mm2

Ａｚ mm2

断面係数 
Ｚｙ mm3

Ｚｚ mm3
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        側面図                 正面図        

 

図 4-2 衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）外形図 

  

（単位：mm） 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4-6 に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。

また，鉛直方向は 2 次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確

認した。 

表 4-6 固有値解析結果 

モード
固有周期 

（s） 
卓越方向 

1 次 水平 

4.5 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 4-7 に示す。 

表 4-7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

（s） 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

EL. 30.30＊1

0.05 

以下＊2 
ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 
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4.6 計算方法 

 4.6.1 フレームの応力評価 

ＦＥＭ解析の結果から得られるフレーム部分のはり要素の荷重，モーメントを用いて，

表 4-8の式により最大応力を算出する。また，最大応力発生部位を図 4-3 に示す。 

表 4-8 応力計算式 

応力の種類 単位 応力計算式 

引張応力 σt MPa 
Ｆ

ｔ

Ａ
ｔ

せん断応力 τ MPa 
Ｆ

ｙ

Ａ
ｙ

 , 
Ｆ

ｚ

Ａ
ｚ

圧縮応力 σc MPa 
Ｆ

ｃ

Ａ
ｃ

曲げ応力 σb MPa 
Ｍ

ｙ

Ｚ
ｙ

 , 
Ｍ

ｚ

Ｚ
ｚ

組合せ 

引張＋曲げ －  1
f

ｂ
　＋ｔ

ｔ

≦  

圧縮＋曲げ －   1
f f

　 　ｃ ｂ

ｃ ｂ

＋ ≦  

≦ 1 

≦ 1 

105



17 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
-
6
 R
4
 

4.6.2 基礎ボルトの応力評価 

ＦＥＭ解析の結果から得られる基礎ボルト部の最大荷重を用いて，表 4-9 の式により最

大応力を算出する。また，最大応力発生部位を図 4-3 に示す。 

表 4-9 応力計算式 

応力の種類 単位 応力計算式 

引張応力 σ
ｂｔ MPa 

Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

せん断応力 τｂ MPa 
Ｑ

ｂ

Ａ
ｂ

ここで， 

基礎ボルトに作用するせん断力 Ｑ
ｂ
＝	 Ｑ

ｙ

2
+Ｑ

ｚ

2

106



18 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
-
6
 R
4
 

図 4-3 最大応力発生部位 
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4.7 計算条件 

(1)フレーム

（前後＋鉛直）

（左右＋鉛直） 

(2)基礎ボルト

記号 説明 単位 値 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 4.399×103 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 923.4 

Ｑｙ 基礎ボルトに作用するＹ軸方向のせん断力 N 231.5 

Ｑｚ 基礎ボルトに作用するＺ軸方向のせん断力 N 893.9 

Ａｂ 基礎ボルトの断面積 mm2 113.1 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 246 

記号 説明 単位 値 

Ｆｔ フレームに作用する引張力 N 846.2 

Ｆｃ フレームに作用する圧縮力 N 2.105×103 

Ａｔ 引張力が作用するフレームの断面積 mm2 114.0 

Ａｃ 圧縮力が作用するフレームの断面積 mm2 564.4 

Ｆｙ フレームに作用するＹ軸方向のせん断力 N 778.7 

Ａｙ フレームの有効せん断断面積（Ｙ軸） mm2 246.9 

Ｍｚ フレームに作用するＺ軸周りの曲げモーメント N･mm 1.674×105 

Ｚｚ フレームのＺ軸周りの断面係数 mm3 3.540×103 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 MPa 246 

記号 説明 単位 値 

Ｆｔ フレームに作用する引張力 N 864.0 

Ｆｃ フレームに作用する圧縮力 N 2.688×103 

Ａｔ 引張力が作用するフレームの断面積 mm2 114.0 

Ａｃ 圧縮力が作用するフレームの断面積 mm2 564.4 

Ｆy フレームに作用するＹ軸方向のせん断力 N 758.7 

Ａy フレームの有効せん断断面積（Ｙ軸） mm2 246.9 

Ｍｚ フレームに作用するＺ軸周りの曲げモーメント N･mm 1.522×105 

Ｚｚ フレームのＺ軸周りの断面係数 mm3 3.540×103 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 MPa 246 

＊
＊

 
＊
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4.8 応力の評価 

4.8.1 フレームの応力評価 

(1) 4.6.1項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，許容組合せ応

力は fｔ 以下であること。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ

 Ｆ 

1.5
・1.5

許容せん断応力 

fｓ

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

許容圧縮応力

fｃ

(λ≦Λ) ・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2

(λ＞Λ) ・1.5
λ

Λ
0.277・Ｆ・

2

許容曲げ応力 

fｂ

 Ｆ 

1.5
・1.5

ただし， 

k

i
＝

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

(2) 引張力と曲げモーメントを受ける部材の応力は次式を満足すること。

 1
f

ｂ
　＋　ｔ

ｔ

≦  

(3) 圧縮力と曲げモーメントを受ける部材の応力は次式を満足すること。

    1
f f

　ｃ ｂ

ｃ ｂ

＋ ≦

2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5

≦ 1 

＊
 

≦ 1 

＊
 

＊
＊

＊

＊
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4.8.2 基礎ボルトの応力評価 

4.6.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂｔは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ 以下

であること。ただし，fｔｏは下表による。

fｔｓ ＝Min[1.4・fｔｏ －1.6・τｂ， fｔｏ  ]

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓｂ 以下であること。

ただし， fｓｂ は下表による。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

fｓｂ

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
＊
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の電気的機能維持評価について，以下

に示す。 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）は，実機の据付状態を模擬した上で，

当該機器が設置される床における設備評価用床応答曲線を包絡する模擬地震波により加振試験

を行う。機能確認済加速度には，加振試験において電気的機能の健全性を確認した加振台の最

大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

衛星電話設備用 

通信機器収納ラック 

（緊急時対策所） 

水平 1.84 

鉛直 1.67 

6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の重大事故等時の状態を考慮した場合

の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【衛星電話設備用通信機器収納ラック（緊急時対策所）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機  器  名  称 設 備 分 類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

衛星電話設備用 

通信機器収納ラック 

（緊急時対策所） 

常設／防止 

常設／緩和 

その他 
EL. 30.30＊1 

0.05 以下＊2 ＣＨ＝1.54 ＣＶ＝1.36

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

1.2 機器要目 

 4.3 項に示すとおり。 

1.3 計算数値 

 4.7 項に示すとおり。 
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1.4 結論 

1.4.1 応力 

部材 材料 応力 加速度の方向
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

フレーム 

引張り 
前後+上下 σｔ ＝ 8

fｔ ＝ 246
左右+上下 σｔ ＝ 8 

せん断 
前後+上下 τ ＝ 4 

fｓ ＝ 142
左右+上下 τ ＝ 3 

圧縮 
前後+上下 σｃ ＝ 4 

fｃ ＝ 139
左右+上下 σｃ ＝ 5 

曲げ 
前後+上下 σｂ ＝ 48 

fｂ ＝ 246
左右+上下 σｂ ＝ 43 

引張＋曲げの 

組合せ 

－  1
f

ｂ
　＋ｔ

ｔ

≦

前後+上下 0.20（無次元） 

左右+上下 0.19（無次元） 

圧縮＋曲げの 

組合せ 

－     1
f f

　 　ｃ ｂ

ｃ ｂ

＋ ≦

前後+上下 0.20（無次元） 

左右+上下 0.18（無次元） 

基礎ボルト 
引張り 

－ 
σｂｔ ＝ 39 fｔｓ ＝ 147＊

せん断 τｂ ＝ 9 fｓｂ ＝ 113

すべて許容応力以下である。 ＊：fｔｓ ＝Min[1.4・fｔｏ －1.6・τｂ , fｔｏ  ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

衛星電話設備用 

通信機器収納ラック 

（緊急時対策所） 

水平方向 0.67 1.84 

鉛直方向 0.61 1.67 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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